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第 1 章. 序説 
第１節 研究背景と問題意識 
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第 2 節 研究目的・意義 
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る。協働については､1938 年にバーナードが著作「The functions of the executive」で指摘して以来､経
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スウェーデンの政治経済学者のペス
ト フ (1998,2005,2008) は ､ 非 営 利 組
織の活動意義を示すために､政府､
企業､コミュニティを頂点とする三角















由（root causes）と相俟って、脆弱な人々に影響を与えているのかを、Pressure &Release モデル（PAR モ
デル）や、PAR モデルで静態的に把握されていた脆弱性を動態的に把握しようとする Access モデルを
用いて説明する。  
 Wisner,et al.が最初に PAR モデルを提唱した 10 年間で議論されてきた、災害時の「良いガバナンス」
とは、自由で公正な選挙や分権、監査といった技術的なものに留まらず、力関係、公式・非公式の関係、
資源の流れ、国家（state：国、準国家、地方自治体レベル）と市民社会との関係を包摂するものであり、
政 府 、民 間 部 門 、市 民 社 会 とそれらの複 雑 な相 互 作 用 であるとする（Wisner,et al.2004：345）。
Wisner,et al は、2001 年のキューバの大型ハリケーン Michelle で死者が僅か 5 名に留まった事例を引き
合いに、社会的関係とガバナンスの１２の「黄金律」を、下記の表 1-1 のとおり説明する（Wisner,et 
al.2004：346）。 














図  1-1 ペストフの三角形(Pestoff,1998,2005,2008)  
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路大震災(Goda&Shaw,2004; Nakagawa and Shaw, 2004)､2004 年の中越沖地震(福留,2007；稲垣&小
田切,2014)に加え､2001 年のインドのグジャラート地震に関し(Aldrich,2012)､2005 年のハリケーン・カトリ
ーナ等の海外の事例(Hawkins and Maurer, 2010; Aldrich,2012)等の蓄積がみられる。これらの研究で
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図  1-2 宮城県の沿岸自治体及び内陸の調査対象自治体(筆者作成)  
は､自治体・NPO などの公式組織とボランティア組織のような非公式組織との協働可能性についての分
析がなされているが、その関心は災害直後に集中している。長期的な震災復興過程における協働に触
































人口は約 233 万人(2016 年 7 月時
点､宮城県ウェブサイト)であり､
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災害公営住宅で被災者の入居を受け入れた自治体を中心とする一方、①被害が軽微であった自治体､
②復興事業に忙殺され､本論文の対応が難しかった自治体､③筆者がすでに同様の調査を行った岩沼




設された区役所の合計 3 地区､また県内第 2 位の人口と面積､そして総合支所を有する石巻市について
も､本庁と区役所や総合支所が置かれた立場や､沿岸部の集落と中心市街地との世帯数も大きく異なる





及ぼすことから､国勢調査を元に震災前(平成 22 年：2010 年)と震災後(平成 27 年:2015 年)の比較をし
ておく1。宮城県の沿岸地域の基礎自治体の人口規模やその増減を図 1-3 に示した。政令指定都市の
仙台市には､地方自治法に基づき､５つの区役所が設けられているが、宮城県の全人口 230 万人のうち､





  次に震災前後の人口増減の傾向を確認するために､国勢調査のデータを用いて検討する。 
震災前の傾向として､人口増加がみられたのは､仙台市と､同市への通勤圏である､名取市､利府町､岩
沼市､多賀城市であった。他方､他の市町では 5%前後の人口減少がみられていた(図 1-4)。 
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図 1-4 宮城県の沿岸市町等の人口増減割合(2005 年-2010 年) (国勢調査をもとに筆者作成) 




11.7%)､山元町(約 26.3%)､女川町(約 29.0%)､南三陸町(約 37.0%)など､一部の沿岸自治体では､震災前
の 5%前後の減少と比べると､大幅な人口減少がみられている(図 1-5)。 
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いる（図 1-7 参照）。 
 
  
図 1-6 宮城県の自治体別の人的被害(2016 年 7 月末時点)
図  1-7 宮城県の自治体別の建物被害(2016 年 7 月末時点) 
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4．各自治体の災害公営住宅（復興公営住宅2）の数 
 応急仮設住宅は､石巻市(7,297 戸)､気仙沼市(3,504 戸)､南三陸町(2,195 戸)､東松島市(1,753 戸)､
仙台市(1,523 戸)の順で､復興公営住宅は､石巻市(4,500 戸)､仙台市(3,179 戸)､気仙沼市(2,133 戸)､
東松島市(1,010 戸)､女川町(866 戸)の順で多い。震災復興に関わる自治体職員の業務増加を示すた
め､各自治体の人口､死者数､職員数､応急仮設住宅や公営住宅の数を一覧したのが表 1-2 である。 
 








でも､応急借上げ住宅は調査対象外とする（表 1-3 参照）。 
 




数進捗率は 2016 年 6 月 30 日時点の数字。  






























気仙沼市 73,489 64,917 1,094 8,483 2,571 93 3,504 2,133 97.4 37.8
南三陸町 17,429 12,375 600 3,143 178 58 2,195 738 100 46.1
女川町 10,051 6,334 591 2,924 349 30 1,289 866 63.7 33.9
石巻市 160,826 147,236 3,273 20,039 13,048 131 7,297 4,500 79.6 58.3
大崎市 135,147 133,430 0 596 2,434 0 ０ 170 100 100
東松島市 42,903 39,518 1,063 5,518 5,559 25 1,753 1,010 82.3 78.7
松島町 15,085 14,424 2 221 1,785 0 ０ 52 100 100
利府町 33,994 35,881 1 56 901 0 ０ 25 100 100
塩竈市 56,490 54,195 25 3,278 6,993 7 206 419 93.1 35.8
七ヶ浜町 20,416 18,651 75 674 650 7 421 212 100 100
多賀城市 63,060 62,128 188 1,746 3,730 6 373 532 100 90.6
仙台市 1,045,986 1,082,185 655 30,034 109,609 19 1,523 3,179 100 100
名取市 73,134 76,719 911 2,801 1,129 8 910 716 57.1 16.3
岩沼市 44,187 44,704 180 736 1,606 3 384 210 100 100
亘理町 34,845 33,598 264 2,389 1,150 5 1,126 477 100 100
山元町 16,704 12,314 680 2,217 1,085 11 1,030 490 85.3 82.0
合計 1,843,746 1,838,609 9,602 84,855 152,777 403 22,016 15,919 88.2 66.0
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表 1-3 応急仮設住宅と応急借上げ住宅の特徴 
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5.各自治体の職員数 
 震災復興に携わる各自治体の職員数は震災復興への自治体の対応余力を左右する。宮城県庁市
町村課のウェブサイトの掲載情報に基づき､震災前後の各種職員の数の変遷を､表 1-4 に示した。 
  
表 1-4 宮城県の沿岸市町等の応急仮設住宅､復興住宅と必要人員､充足人員 
 
 








































気仙沼市 3,504 2,133 1,315 57 137 178 232 203 293 225 282 223 286
南三陸町 2,195 738 284 45 71 108 116 121 142 132 141 128 135
女川町 1,289 866 162 14 20 36 67 66 73 72 104 69 79
石巻市 7,297 4,500 1,612 91 204 239 285 280 398 321 431 379 443
東松島市 1,753 1,010 336 50 94 102 104 111 128 99 130 120 127
松島町 ０ 52 159 6 10 16 16 11 14 13 16 14 15
利府町 ０ 25 244 2 3 7 8 6 8 6 6 5 ５
塩竈市 206 419 645 15 22 40 41 51 61 47 58 39 53
七ヶ浜町 421 212 157 5 23 24 25 26 29 25 27 22 25
多賀城市 373 532 441 32 36 40 44 41 53 40 54 31 48
仙台市 1,523 3,179 9,535 79 90 117 120 40 40 22 22 ０ ０
名取市 910 716 594 37 49 69 85 62 85 65 84 64 83
岩沼市 384 210 359 15 28 45 50 39 50 34 42 32 40
亘理町 1,126 477 275 21 43 21 43 50 50 46 46 46 46
山元町 1,030 490 175 59 104 100 115 111 125 112 138 119 124
合計  22,016 15,919 18024 528 934 1142 1351 1218 1549 1259 1581 1291 1509
 (宮城県市町村課の Website などを元に､筆者作成)
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1-9)､気仙沼市(図 1-10)では上下動していたのに対し､石巻市(図 1-11)､山元町(図 1-12)では､
震災前まで漸減傾向にあったが､震災後は漸増に転じている｡ 
 
  図 1-9 仙台市の正規職員と充足職員       図 1-10 気仙沼市の正規職員と充足職員 
 
  図 1-11 石巻市の正規職員と充足職員      図 1-12．山元町の正規職員と充足職員 



















9,552 9446 9644 9,535 9,534 9,596 9519
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 その結果､2015 年 5 月-2016 年 8 月までの調査期間で､県内 18 地区で合計 69 名(男性：55 名､女性：
14 名｡自治体：１7 名(うち女性 3 名)､支援団体(自治体の非常勤職員のうち､コミュニティ形成において実
質的には支援団体と重複する機能を果たした者を含め)：22 名(うち女性 6 名)､住民組織：20 名(うち女
性 5 名))にインタビューを行った｡インタビューの中には､自治体職員と住民組織の代表者､自治体職員
と支援団体の代表者とが同時にインタビューに応じることもあった｡インタビュー時間は､各々の事情に合
わせて､45 分から 180 分であった｡また複数回インタビューを行うこともあった｡ 




 また第 3 章「平時と震災復興過程の組織間関係の比較」、第 6 章の「震災復興過程の自治体と支援
団体の協働」、第 7 章の「震災復興過程における対境担当者の役割」については、筆者が博士課程の
前期に 2013 年 8 月 6 日から同年 12 月 27 日までにかけて、気仙沼市、南三陸町、登米市、女川町、
石巻市、東松島市、松島町、利府町、塩竈市、七ヶ浜町、多賀城市、仙台市、名取市、亘理町、山元
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 第一に、本論文の重要な分析枠組みを形成するための、震災復興過程の時間的区分（第 3 章）と、コ







 第二に、トランスクリプトのデータを、関連する各章（第 5 章：震災復興におけるコミュニティ形成､第 6
章：自治体と NPO 等との協働､第 7 章：対境担当者の役割､第８章：住民の主体性）に分類し、各章の分
析に活用した。 







 それらの諸目的を達成するデータの分析手法として Glaser& Strauss(1990)が提唱した､質的データを
用いて事象の概念化を試みる､グランデット・セオリー・アプローチや、その改訂版である､修正版グラン
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る形式で表現すると次の表 1-6 のとおりとなる。 
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 体の課長や担当者には常に状況を伝えていった。（支援団体 viii） 
・常に自治体と情報共有を行うことで、自治体側も我々の地道な活動を見続けてく 








 事情に合わせながら練りこみ、主張していった。（支援団体 xv） 
・自治体との関係性を密にしていくことで、馴れ合いの関係になるリスクもあることから
 良し悪しをしっかりと言える関係性を構築していないと、後々非常に苦しい状況に 




























表 1-7 選択コーディングの事例：住民組織と自治体の信頼関係を左右する要因  
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7.3.データの分析方法２：帰納・演繹コーディング・アプローチ（Inductive and Deductive Coding 
Approach） 







かの方策を検討した結果、帰納・演繹コーディング・アプローチ（Inductive and Deductive Coding 
Approach） (Fereday & Muir-Cochrane, 2006)を活用することとした。この手法は、データ主導の帰納ア




Muir-Cochrane, 2006)。本論文でも M-GTA のオープン・コーディングによって得られた「概念」や、選択
コーディング結果得られた「カテゴリー」を、先行研究によって得られてきたデータも付加していくこととす
る。演繹アプローチでは、先行研究や研究上の問いに合わせて、解釈的な理解に至る過程でコーディ







ることから、第 6 章を中心に、他章でも必要に応じ同アプローチを用いた分析を行うこととする。 
 





は 2011 年７月 29 日に日本政府が発出した「東日本大震災からの復興の基本方針」で、「復興を担う
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 協働について明確に整理されているものでなく、多様な意味を内包する概念だとされる（荒木, 澤田, 
黒木, & 久原, 2012；小田切,2014：２0）。協働概念には、「委託事業」や「対等」概念の捉え方でも議論
（第３章参照）があり、名称の多義性、官民パートナーシップ（Public-Private Partnership:PPP）、コラボ
レーション（collaboration）、コプロダクション（co-production）等がある。このような協働の多義性は、協










表 1-8 のようになる。 
 
表 1-8 協働の定義、構成要素 







③ 複 数 主 体 の
相互作用 
川野 自らの資源だけでは足りない経営資源を、互いに補い合うこと。互いに得 ③ 複 数 主 体 の
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らの相違は協働のどの側面に焦点を当てるかによって視点が異なるものである。 佐々木, 加藤, 東, & 
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第 5 章）、自治体と支援団体との関係（第 6 章）は、それぞれ「パートナーシップ」となる。また、住民組織
と自治体との関係のうち、住民組織が資源を提供しながら、自治体と協働してサービスを受益する、コプ
                                                        























図 1-13 協働を巡る用語の整理（田尾、2011 などを元に筆者作成） 
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ロダクション（第 8 章で詳述）となり、また、本論文全体で検討する住民組織・自治体・支援団体の関係は、






































                                                        
4 Guo & Acar(2005）は、NPO 同士の協働についてコミットメントや資金提供の有無、公式性の観点から、「非公式な協
働」（情報共有、クライアントの照会、事務所スペースの提供）と、「公式の協働」（共同プログラムの実施、補助、ジョイン
ト・ベンチャー、合併）とに区別して論じている。Snavely, & Tracy(2000)は、NPO 同士の強度について、Guo&Acar が分
類した「非公式な協働」が容易になされる一方、行政の助成金が縦割り化されていること等を理由に、予算・会計・評価
のレベルでの協働は容易にはなされない、としている。 
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における、震災復興過程に組織間関係を分析するための先行研究を振り返り、必要に応じて筆者が行
ったインタビュー・データとの比較検討を行い、本論文全体の分析枠組みを検討することを目的とする。 



















 第Ⅱ部（第 5 章から第 9 章）は実証分析編として、震災復興過程の組織間関係を分析するにあたって
の個別・具体的な論点の関連先行研究を振り返り、筆者が行ったインタビュー調査の結果を分析する。 
 第 5 章では、第 4 章で検討した伝統的コミュニティと新設コミュニティの相違がコミュニティ形成に与え
た影響をソーシャル・キャピタル（SC）の概念を用いて検討する。同章では SC の概念をコミュニティ内の
団結（結束型 SC：Bonding SC）に触れつつ、コミュニティと支援団体との水平的な関係（橋渡し型 SC：
Bridging SC)、コミュニティと自治体との垂直的な関係（連結型 SC：Linking SC）とに分類し、第 3 章で用
いた 4 つの時期において 3 つの SC がどのように相互作用し、変更してきたかを検討する。また、橋渡し
型 SC や連結型 SC で述べられる「水平的」、「垂直的」の概念と実態との異動点も検討していく・ 
 第 6 章では、震災復興の過程における自治体と NPO との組織間関係を明らかにする。本論文の目的
である、震災復興における自治体、住民組織、支援団体との組織間関係のうち、第 5 章で明らかにした
住民組織を中心とした組織間関係では明らかにできなかった残余の部分の検討を行う。同章では、自
治体と NPO との関係性が、住民組織を中心としたコミュニティ形成に与えた影響も合わせて分析する。 
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役割を分析することとする。以上、本論文の全体構造を示すと、図 1-14 のとおりとなる。 
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図 1-14 本論文の全体構造（筆者作成） 
 
 図 1-14 では本論文の全体像を示したが、やや子細に過ぎる。そこで、本論文の第Ⅱ部の実証分析編
で明らかにしていきたい議論の論点を図式化して示しておきたい（図 1-15）。 
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図 1-15 本論文の分析の視点（筆者作成） 
  
 第一に震災復興過程における住民組織と自治体との資源・パワー・コンフリクト関係を、主としてソーシ
ャル・キャピタル（SC）の概念に基づき、組織のレベルで分析する（第 5 章：図 1-15 の①）。第二に震災復
興過程における住民組織と支援団体との資源・パワー・コンフリクト関係を、主としてソーシャル・キャピタ
ル（SC）の概念に基づき、組織のレベルで分析する（第 5 章：図 1-15 の②）。第三に震災復興過程にお
ける自治体と支援団体との関係を、主として協働の概念に基づき、組織間関係のレベルで分析する（第
6 章：図 1-15 の③）。第四に、自治体と支援団体と住民組織のコミュニケーションや信頼、コンフリクトを、
主として対境担当者（Boundary Spanner）の概念に基づき、組織間関係のレベルで分析する（第７章：図
1-15 の④）。最後に上記の協働関係をとおして、住民主体のコミュニティ形成がどのように形成されてい
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を小 RQ として提示することにある。 
第 2 章 組織間関係 
第 1 節 はじめに  
 組織を理解するためには､組織内での人々の相互作用や効果､成長､変化発展の理解に加え､組織と
環境との関係についての理解が必要となる(桑田 田尾, 2010)｡ バーナードは組織存続のために環境と
の適合の必要性を挙げている｡組織の参加者が組織から強い影響を受けるのは､コミュニケーションの経
路と内容に高度の特定性が見られる他､個人の人格や価値観､思考様式まで影響を受ける可能性が高
くなる (Barnerd, 1938；桑田＆田尾, 2010)｡組織は､その生存のために､環境から諸資源を獲得する必
要があり､意識的に資源や影響力､そして統制力を取引する｡その中で､各組織はできる限り自由裁量を











 上記の 4 点に絞った理由は３つある。第一に、筆者が本論文執筆のための聴き取り調査では、自治体、
NPO/NGO 等の支援団体、住民組織の関係者から、他組織との関係について、繰り返し言及がなされ









 資源依存論は､組織間関係論のパイオニア的理論とされる (若林, 2009)｡組織間関係は､資源交換に
より生成すると見る立場と､パワー行使による交換の強制の結果､生成される(稲生, 2010)｡ 
 フェファーとサランシック(Pfeffer & Salancik, 1978) は､資源依存論は､自組織が有しない資源を所有
する他組織との関係を維持する一方､資源を持たない組織が資源をもつ組織への依存と従属も強くなる
ことを説明する｡ 
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 ここでいう「資源」とは､モノ・ヒト・カネに留まらず､知識や技術､信用や信頼 (田尾, 2012)､情報・諸制











表 2-1 先行研究における「資源」概念と各章との関連 
資源 関 連 章 
資金（貨幣と信用） 第 5 章、第 6 章、第 8 章 
時間 第 5-8 章 
人的資源 第 5-8 章 
サービス提供能力 第 5 章、第 6 章 
個人的（人間的）エネルギー 第 7 章 
社会的立場 第 7 章 
知識および熟練 第 5 章、第 6 章、第 7 章 
人気・尊敬・カリスマ性 第 5 章、第 7 章、第 8 章 
情報 第 5 章-第 8 章 
合法性・合憲性・公認性・正当性 第 5 章-第 8 章 









知識等、人気・尊敬・カリスマ性）は基本的には第 7 章の対境担当者を検討する上で有益と考えられる。 
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 これらの課題は、第 3 章の震災復興過程の検討を通した期間の検討、第 4 章のコミュニティの検討を

















同一化による力､カリスマ性)とに分類する｡ これらの分類を図示すると､次の表 2-2 のようになる｡ 





French & Raven， 
1959 
例 
公式の力 報酬力 報酬 金銭､非金銭(昇進等) 
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強制力 強制 恐怖心､身体的制裁 





専門力 専門性 医師､税理士､心理学者 
同一化による力 準拠性 有名人が宣伝する製品 
カリスマ性  魅力的なビジョン 
(筆者作成) 






ため、他 組 織 との間 でコンフリクトが生 じやすくなる（稲 生 ,2010：60）。また、Osborne, Beattie, & 
Williamson は、地域再生計画の検討にあたり専門機関とコミュニティのメンバーの間にパワーの不均衡
























係性を減らすこと､④他組織の選択肢を減らすこと (山倉, 1993)もその手法として挙げられる｡ 
 また支援者と受援者(クライアント)の関係では、受援者は支援者よりも一段低い位置にいるため、支援
者は権力の使い方には慎重になるべきであり、間違った支援や支援のされすぎによって「恥をかかされ
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第 3 節 組織間コンフリクト 
1.概論 
 コンフリクトとは､２つないし３つ以上の人ないし集団の間に生じる対立的あるいは敵対的な関係のこと







 紛 争 解 決 の 良 さ を 示 す 条 件 と し て ､ サ ス カ イ ド と ク ル ッ ク シ ャ ン ク は ､ 公 正 性 (fairness) ､ 効 率 性




分散 (Pondy, 1967;Daft, 2001;Bryson, Crosby, & Stone, 2006) ③自律性の確保(互いが自立を求め
て､他者をコントロールして自らの管轄下に置きたいと意図した場合) (Pondy, 1967)とパワー (組織規模､
資力､名声)(Bryson, Crosby, & Stone, 2006)や､④職務の相互依存性(組織のある構成単位が他の構
成単位に原材料､資源､情報を依存している状態) (Daft, 2001)がある｡ 
 コンフリクトについての考え方は､コンフリクトを悪と見る伝統的見解と､コンフリクトを自然に起こるものと
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 コンフリクトの解決手段としては、共同の問題解決（joint problem solving）が、支配（domination）や問
題の無視より利用される可能性が高いが、衝突（confrontation）のような破壊的なコンフリクトの解決方
法の利用は非生産的であり、パートナーシップを緊張させる可能性が高い (Mohr & Spekman, 1994）。 
 具体的な手段として、Robbins（1974）は合理的行動モデルと政治的行動モデルを説明する。その具
体例として、合理的行動モデルでは、妥協、権威的な命令、個人や組織構造の変化、政治的行動モデ
ルとして、上位目標の設定(Robbins, 1974; Bryson, Crosby, & Stone, 2006)、役割と責任､実行を含め

















意味形成・共有､④「意図」をもった働きかけとして捉えられるとする (山倉, 1993)｡  
 組織間のコミュニケーションの機能には､①行動の予測性が高まり､組織間の協力体制を維持するとい




における参加や態度は、組織の成功のためには極めて重要である(Mohr & Spekman, 1994)とされる。当
事者同士の状況認識や表現手段の相違が、不安や緊張感、怒り、不快感、当惑、屈辱感、罪悪感を
生む（Schein,2009:43)とされる。｡ 
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2.2.コミュニケーションの媒体 
 組織間のコミュニケーションの媒体には、口頭､書面､非言語によるコミュニケーションがある (Robbins, 
2001)｡コミュニケーションの媒体としての豊かさは、文書､電話､対面関係の順で漸増するため、情報が
新奇で分析不可能な問題であるほど､また、多義的であればあるほど､文書よりも対面関係が重要である









のコストを増加させるとされる (田尾, 2011)｡ 










非言語 言語コミュニケーションを補完｡ 言語コミュニケーションとの矛盾｡ 
   （筆者作成） 
 
第 5 節 信頼に関する理論 
 組織間の協働は､信頼の度合いにより出発点が変化し､信頼構築は組織間協働を成功させるために
必要とされる(Bryson,Crosby & Stone, 2006;Gazley,2008)｡また、危機が発生したときの組織間協働を進




 信頼は他者の行動を維持する既存の関係に対する期待感（Tyler & Kramer,1996）であり、取引費用
を減少させる (Webb,1996)とされる。自己強化的に作用し (Boin, Hart, Stern, & Sundelius, 2005)、長
期的な関係の中で信頼が減じる場合には取引費用が増大する(Tyler & Kramer,1996:4-5; 
Mishra,1996）関係にあり、震災前の信頼感の欠如は震災初期に現出し特に破壊的にも作用する(Boin, 
Hart, Stern & Sundelius, 2005)。危機が発生したときに、信頼は真実を歪められない形でのコミュニケー
ションや、誠実で率直な情報を増加させる一方で、信頼の向上なくして、これらを期待することはできな
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1.信頼の分類 
 信頼とは、元々の信頼する傾向（embedded predisposition to trust）と、性格の類似性（characteristic 

















 Lewicki & Bunker（1996)は、プロフェッショナルの信頼関係の構築を計算ベースの信頼
（Calculus-Based Trust）,知識ベースの信頼（Knowledge-Based Trust）,同一化ベースの信頼
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的な関係は相互に柔軟性を発揮させ（Bachmann, 2001)、互いに胸襟を開く元になるともされる (Zaheer, 
McEvily, & Perrone, 1998)。稲生は､Snavely ＆Tracy(2003)の議論に基づき､信頼は､リーダーシップや
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第 6 節 小括 
 以上、本章では震災復興過程の公共・非営利領域の組織間関係を検討する上で必要な概念となる、
「資源、パワー、依存（第 2 節）」、「コンフリクト（第 3 節）」、「コミュニケーション（第 4 節）」、「信頼（第 5
節）」を概観してきた。これら四つの概念は互いに独立している訳ではなく、相互作用を及ぼしており、組
織間関係を検討する上で、一体不可分の関係にある。 
 第 2 節の「資源、パワー、依存」と第 3 節の「コンフリクト」については、基本的には組織レベルで検討す
べき課題として、住民組織からみた自治体、支援団体との関係（第 5 章）、自治体と支援団体との協働
（第 6 章）において、組織間の信頼形成のプロセスや結果、周辺環境などと一緒に検討する。 
 第 4 節では「コミュニケーション」の機能、伝達経路、伝達手段のメリットとデメリットを見てきた。また第 5
節では、「信頼」の概念を個人レベルの信頼と組織レベルの信頼で検討してきた。本論文では、個人レ
ベルでの信頼構築に関しては、各組織を代表する対境担当者同士の「コミュニケーション」「信頼」「コン
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第３章 平時と震災復興過程の組織間関係の比較 
第 1 節 はじめに 
 本章では、自治体、支援団体、住民組織による、公共・非営利領域の組織間関係に関する調査対象
期間である、東日本大震災の発災からの 5 年間（2011 年 3 月 11 日から 2016 年 3 月 10 日までの震災
復興過程）を検討する時期として区分すること、そして区分された各期間が平時とはどのように異なるの
かを明らかにすることを目的とする。 





























2010）、④地域内の利害調整機能（吉原,2011）が挙げられる。資源依存論の先行研究（第 2 章第 2 節）
を検討したように、住民組織は自治体に対し、正当性・正当性資源や政治資源を有する側面を有して
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出すともされる (倉坂, 2008;倉坂, 2012)｡また､専門家が専門領域に埋没し､部分的最適解を求めること
に専心し､全体的な問題やその領域が追求する目的の正当性を顧みない問題点も指摘される (総合研
究開発機構 木原, 2003)｡ 
田中 (1999)は､主として住民・自治体・企業が主な３つのセクターから構成される､「間」としての協働








博士論文 B4ED1006 中尾公一 













1.2.アーンスタインの 8 段階の梯子モデルとその修正 




層にある市民による管理(citizen control)に至るまで､8 段階梯子モデルとして提示している｡ 














を含め､形だけの応答と分類している点に特徴がある｡これらを一覧にすると、表 3-1 のようになる。 
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表 3-2：参加の 5 段階モデル 


































  ④意味ある応答 
meaningful reply 
5.懐柔策 placation 5.懐柔策 placation ③形式だけの応答 reply only
4.相談 consultation 4.相談 consultation ②意見聴取 hearing 
3.情報提供 informing 3.情報提供 informing ①情報提供 informing 
2.不満回避策 therapy   
1.世論操作 manipulation   
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減らす努力の過程をいう (今田, 2011)｡ 下記表 3-3 で「合意形成」についての先行研究の指摘を確認
しておきたい。 
表 3-3 合意形成についての先行研究での定義 
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 1995 年 1 月の阪神・淡路大震災でのボランティアの役割が顕著になってきたこと、1998 年の特定非営
利活動活動促進法の制定に伴い、自治体と住民組織との関係に加え、新たにボランティア団体や、
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地域の人たちの考えやニーズを知り､市民､企業､NPO・NGO 等､多様な主体とともに、さまざまなネットワ
ークの一員として活動する協働型ガバナンスの議論 (新川,2009；西寺,2010)や、ネットワーク・ガバナン
スの理論（Egges & Goldsmith,2003；若林,2009）が展開されてきた。 
















3.行政と NPO 等の関係 
3.1.協働の背景 
 行政と NPO との関係は、「並行モデル（NPO が政府に対する補充として独立的に活動）」、「協働
モデル（NPO が政府の補完として協働）」、「対抗モデル（相互に責任を追及）」にあるとする (Young, 
2000; 後, 2009：103-104)。 











  行政と NPO との協働を説明する理論として､第一に各種の失敗論（市場の失敗､政府の失敗､ボラン
タリーの失敗）がある。民主主義的な社会で必要とされるサービスや財が市場や公共財として提供され
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 震災以降､住民サービスの提供ができない部分を NPO などが行政からの委託事業等を受けて､住民
サービスを補完するといった点で説明される。もっとも、非営利組織を立ち上げ､それを支える人々の動
機は､思い､イデオロギー､使命感､問題意識に根差しており､市場(企業)や政府によってカバーされない
ニーズを満たそうとするものではない (田尾＆吉田, 2009)との指摘もある点には留意が必要である。 


















民組織や NPO 等との関係性が上下関係になりやすいことと関連する。 
 第三に NPO 等がもつ柔軟性・専門性についての行政の評価である。自治体にとって､NPO や市民団
体が先駆的で､受益者のニーズに対し柔軟に対応ができ､専門性を有する点や､多元的な価値の実現
や効率的なサービス提供できる点は肯定的に捉えられている（今里, 2003：170-171；伊藤､2010：215）。 










この点については第 7 章で検討する。 
3.3. 行政と NPO の協働の課題 
 先行研究に示される、行政と NPO との協働上の課題をいくつか指摘する｡ 
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切,2014）ため、公私の協働が支配従属の関係に転化してしまう恐れがある (西尾,2006)。 
 第二に上記の点に関連した、NPO の自律性に関する問題である。NPO がミッションの歪曲化や官僚






















めのものであり、実際に給与、賃料、人件費に充当されているとみられる (Smith & Lipsky,2009:187)、と






 他方で NPO や市民団体が、アカウンタビリティを果たそうとすれば、事務負担が生じる。宮城県の調査
（宮城県,2014）では､NPO 法人格を取得したこと等のデメリットとして､所轄庁や法務局その他官公庁へ
の提出書類作成などの事務処理（64.0%）､会計処理（33.1%）､社員総会の運営手続（28.2%）等の手間と､
                                                        










 自治体側にも NPO の政策決定の参画の是非を選択する自由をもつ一方、NPO 側も自治体の政策決定の参画の是
非を自ら選択する自由をもつ一方で、という意味で、双方の「対等性」が確保されるのかもしれない。 
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情報公開義務等の法令上の制約が増えたこと（30.9%）等､事務作業の増加が指摘されている。人員体
制が脆弱な NPO 等がアカウンタビリティをどのように果たすかはジレンマをもたらす。 
 後（2009）は、公的資金等に依存しその上で、NPO が自治体の予算を活用することの利益と不利益を
次の表 3-1 のとおり、示している｡ 
 
表 3-1：ＮＰＯが公的資金を使うことの主な利益と不利益 
NPO の利益 政府機関の利益 NPO の不利益 政府機関の不利益 
サービス規模の拡大｡
















他 の資 金 のより特 殊
な目的への充当 
柔軟性と応答性が高ま
る｡手 が届 き難 い集 団
にサービス提供しやす




コ ミ ュ ニ テ ィ で の 地
位 、威 信 、存 在 感 の
向上 
官 僚 的 制 約 と 政 治 的
制約の回避｡ 
サービス方 針 、運 営 、
ガバナンスへの望ましく
ない制約｡ 
社 会 政 策 の 断 片 化 と
一貫性の低下｡政府の


















 （後、2009 を元に筆者修正） 






 上記の自治体が抱える制度上、予算上の制約が、自治体からの予算に依存する NPO 等の制約要因
となる（Cornforth Hayes&Vangen, 2015）が、自治体からの資金提供が減少する場合、NPO にとってはコ
ミュニティからの広範囲な支援が必要不可欠になってくるとされる(Smith & Lipsky, 2009：93)。それでは
住民組織と NPO 等とはどのような関係になっているのだろうか。 
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4.住民組織と NPO 等との関係 
 住民組織は住民の流動性の高まりにより、地域コミュニティはつながりの希薄化やつながり自体の喪失、
そして住民組織の疲弊が問題となる一方、NPO 等による地域問題の解決が期待される（石田,2008；
後,2009;桜井,2013）。では先行研究では住民組織と NPO 等の関係はどのように捉えられるのだろうか。 
4.1.対立関係 




轢、③NPO の負担がないこと、④地縁組織による協力を当然視する NPO 等の姿勢にあるとされる。 






する NPO の組織活動（田尾,2015）には軋轢が生じることが指摘されている。 
 NPO の負担の問題に関しては、地域集団は「地域のために活動している」と認識し（今里,2003）、非加
入者を「フリーライダー」と捉えられているとの指摘がある（中田,2007）。 














 その一方で､先行研究の中では、地縁組織と NPO 等との協力関係に関する指摘もみられる。 





 具体的な態様として、①地縁組織がサービス提供部分を NPO 法人化するケース（伝統的な地縁組織
を NPO として再生させる試み（山形県東置賜郡の川西町吉島地区の全戸加入の NPO 法人「きらりよし
じまネットワーク」の事例：伊藤,2011）や､コミュニティのニーズにこたえ､NPO 法人を立ち上げる例（山
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第 3 節 震災復興過程における組織間関係の検討要素 








きに現場で活動する組織の活動を４つに分類する（表 3-2 参照）。 
 
表 3-2：災害発生後の組織の分類 








































その後も 1998 年 3 月の特定非営利活動促進法の成立や、社会福祉・まちづくり・環境問題等の分野で
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とエネルギーを要する (Boin, Hart, Stern, & Sundelius, 2005；145)。Kapucu は、災害対応ではない組
織（non-crisis organizations）との活動を調整することは極めて難しい課題ともされる(Kapucu,2006ａ：







物的資源（Human and material Resources:R）、活動（Activities：A）の四要素が必要とする。その上で公
式組織は、ドメイン、課業、人的・物的資源、活動（D-T-R-A）の順で行動する一方、集団共同行動をと
る場合には、人的・物的資源、課業、ドメイン（A-R-T-D）の順で逆の構成になることを示す。Kreps＆
Boswrth（1993）は、公式組織の行動順に D を 3 ポイント、T を 2 ポイント、R を１ポイント、A を 0 ポイント
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を拒否することが難しく、問題を生じさせる (Dynes & Quarantelli,1970)｡ 
 他方で小さな組織や個人が活動拠点を設け、徐々に支援に必要な情報源となることで、「対策本部」
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としての正当性をもつ場合もある（Dynes & Quarantelli, 1970)とされる。通常、外部支援団体は比較的
継続的に地域団体に目的や価値を提供する一方、地域団体は助言、情報、物資そして人的支援を、























(Disaster Management cycle) （ Philips,2002;Philips,2014 ） が あ る 。 災 害 管 理 サ イ ク ル は 被 害 軽 減 
(Preparedneess) 、 応 急 対
応 （ Response ） 、 復 旧 ・ 復
興（Recovery）、被害抑止
（Mitigation）によって構成
される。被 害 軽 減 は震 災
前の災害対応計画や防災
訓練を、応急対応は被害




 Stehr(2001) は 、 応 急 対





図 3-3：災害管理サイクル Philips(2014)をもとに筆者作成 
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 Philips は災害管理サイクルを説明する中で、被害軽減、応急対応、復旧・復興に関する研究蓄積が
豊富である一方､「復旧・復興」に関する質的研究は質的研究にかけるためのフィールドでの時間と資金














方で、震災の緊急雇用創出事業として、NPO「大雪りばぁねっと。」は岩手県山田町から 7 億 9 千万円の
補助金をもらっていたが、予算を使い切り、使途不明金が 3 億円となったような事象が生じている。 
  震災発生直後の緊急支援以降の、住民組織と自治体と支援団体との関係はどのように転化していく
のであろうか。まず、震災発生直後以降の時間的拡大を捉えた先行研究を振り返ることから始めたい。 
  1995 年 1 月に兵庫県を中心に発生した阪神・淡路大震災の復興過程では、災害後の課題は、10
時間、100 時間、1000 時間を節目として変わるとされる （河田,2008；立木,2016）。立木（2016）は、被災
者に対するエスノグラフィー調査や計量調査から、被災者の心理的時間区分を、10 の何乗か（10 時間
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援グループ まち・コミュニケーション」の事例 (宮定, 2007)がある。  


























表 3-3：阪神・淡路大震災の震災復興の 5 年間の区分（西山,2008） 
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 Shaw & Goda（2004)は、震災直後、避難所、仮設住宅、後縦住宅へと移行していくにつれ、被災者の
支援ニーズも変化し、全国的なボランティアから地元ボランティアへ、非技術的な活動から技術・ネットワ
ーク活動及び地方福祉活動に転化している様子を示している（図 3-5 参照）。 
 2004 年の新潟県の中越地震でも、避難所、応急仮設住宅の入居、自力再建・防災集団移転促進事
業・復興公営住宅への入居といった動態的な復興過程が示されている（福留,2007）。 
 Shaw & Goda（2004)のモデルは、西山（2008）と同様、支援者の視点から、支援の必要性や支援者の
地域的属性、活動内容に焦点を当て、時期区分の間隔が後半になるにつれ広がってくるという問題を
克 服 した点 で優 れて
いる。また福留（2007）
と同 様 、住 民 組 織 が
暮 らす場 所 との関 連
で支援活動時期を分
類 した 点 で 、支 援 団
体 と住 民 組 織 との関
連性を示す点で優れ
ている。さらには支援








 また「災 害 管 理 サイクル（Disaster Management cycle）」、「再 建 （rehabilitation）」、「復 旧 ・復 興
（recovery）」といった言葉は、文化的、経済的、政治的、性別に異なるものであり、そのような概念が災
害の現実の理解や、地域の人々の協力獲得を失敗させうると指摘される（Wisner,et al.,2004:20）。 












期の第 1 期と第 2 期では、震災直後期と避難所期との間で大きな違いはない｡震災直後は、住民組織と
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以 上 を 踏 ま え 、 筆 者 は Goda&Shaw
（2004）が示した、動態的変化の「仮設
住宅期」に「まちづくり検討期」を新たに








が 10 万人近くに及ぶ時期もあった（図 3-6）。 
図 3-6：宮城県でのボランティア数の推移 
（宮城県社会福祉協議会資料を基に筆者作成） 
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  「公営住宅の入居者と受入先の住民との間で温度差ができる点に注意が必要。」（自治体１） 
 
  「災害公営住宅に入れば､被災者でなく自立された方であり､自分たちでコミュニティをつ 
  くってもらいたいということは､ずっと言い続けてきた。」（自治体 10） 
  
 このような自治体の問題意識に対し、住民組織からは次のような意見も聞かれた。 
  「仮設住宅のときでは集会所の水道光熱費は自治体負担だったのが、公営住宅では住民が共益費等 
   を出し合って運営しなければならない点も難しい。（中略）しかし、大きな災害であったこともあり、また、最 
   初の数か月間だけでも無償で集会所を利用できることで、住民も集まりやすくなるのではないかと考えて 
   いる。」（住民組織 N） 
 







  交付金も残念ながら継続できなかったこともあり業務委託を終了することになった。しか 
  し、いつまでも被災者・移転者ではなく、自立へのステップを踏むべきだとの考え方もあ 
  り、ある意味でいい区切りだったのかもしれない。」（自治体１５） 
 
  「支援団体との間でも、（契約の）終わりを見据えながら話をしてきた。（支援団体や見守りの関係者 
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向や活動を一マスに縮減し、支援団体の活動を示すために「支援団体」と表記する｡以上を踏まえ、縦 5
マスの分析枠組みとする｡以上の整理を図式化すると、次の表 3-4 のとおりとなる｡ 
 
表 3-4：本論文での震災復興の期間区分と各組織の役割区分 





















自治体  被 害 状 況 確 認 ､食
料 ・支 援 物 資 配 布 ､
避難所運営 
 委 託 事 業 等による
支 援 ､保 健 師 による
支援 
 住民との協議会開
催 ､上 級 官 庁 との調
整､委託事業 
 自 治 組 織 形 成 支










(1) 時 間 圧 力 と 即 興
(2)不確実性 
(3)情報の管理 
























第 6 節 小括 
 本章では、第 2 節で平時の公共・非営利領域の組織間関係に関する先行研究を確認した。 
 その中で住民組織と自治体との関係は歴史的関係や委託事業等から上下関係に捉えられがちだが、
住民組織側にも正当性資源があることを示した。また 1995 年 1 月の阪神・淡路大震災以降、





 また第 3 節では震災復興過程の組織間関係の検討要素を確認した。 
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第 3 章の地理的区分をもって、本論文の分析枠組みが形成されることとなる。 
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第 4 章 震災復興過程とコミュニティ形成 
第 1 節 はじめに 









年に発出した「復興への提言～ 悲惨のなかの希望」の中で、全 57 頁中 25 回（英語版 Proposal of 
Reconstruction Design Council to the Prime Minister では全 56 頁中 67 回）、その 3 年後の 2014 年
に復興庁の復興推進委員会が発出した「『新しい東北』の創造に向けて」では、69 頁中 78 回言及され








計画」においても全 89 頁中 30 回言及されている。宮城県内で最大の被害を受けた石巻市の復興計画
においても「震災後、国・県をはじめ、全国の企業や自治体、ボランティアの方々などによる多くの、そし
て心温まる支援により、改めて「生きる力」となるコミュニティの大切さを学び、市民が一丸となった復旧・
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 これらの先行研究に基づき「コミュニティ」の概念を整理すると､おおよそ表 4-1 のようになる｡ 
 
表 4-1：コミュニティについての概念整理 
吉原(2015) 山崎(1999) その他 
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補完｡回覧板の回覧､公園の掃除等)､②参加機能(意見集約と議員や自治体への伝達)､③変革機能
(政策提言等)があるとする｡ 
 Osborne 他は、英国のコミュニティ発展財団（Community Development Foundation）が指摘するコミュ
ニティの役割を、①地域再生計画のサービスの受け手であるとともに、②再生プログラムの計画管理のフ
ル・パートナーであること、③地域住民の代表であり相談役であること、④地域再生計画の人財のプール
であること、⑤同計画のイニシアティブの潜在的な実行者であること、を挙げている (Osborne, Beattie, 























  (筆者作成) 
  なお、コミュニティは静穏や安定を求めるものであるともされる (田尾,2011；Hur & Bollinger, 2015)。
そうした側面が非営利組織のような外部支援団体とどのような関係性を構築するかも注目される。 
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 Osborne, Beattie, & Williamson（2002) は、地方部の組織間関係の主要点として、①様々なレベルで
の政府間の摩擦、②地方議員やコミュニティ・リーダーの伝統的な役割に対するチャレンジ、③自治体
                                                        
9 Osborne,Beattie & Williamson（2002）は、英国の Country side Agency（地方庁）は、英国、北アイルランド、スコットラ
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職員の専門性や知識に対する挑戦、④代議士と参加型民主主義との摩擦、⑤自治体がコミュニティを
自身の利益のために用い、自らの正当性を高めようとすること、⑥コミュニティの中での自治体と、複数の
ポストを持つ地域の有力者の関係にあるとする（Osborne, Beattie, & Williamson,2002：25)。 
 村落部では組織規模が小さくなるため、定期的に会合を行い、NPO のリーダーとスタッフが互いを知り、














第 4 節 コミュニティの形成上の課題 
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つコミュニティ形成が重要だと指摘されている（菅,2007）。また、ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 
（2014）、恒久住宅移行後には、入居前交流会⇒準備委員会⇒お茶会・健康相談・各種講座・親子子
育て・大工教室等といった、流れを説明している｡ 
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ていったのかは十分に触れられていない。この点は次章以降、特に第 8 章で更に検討を深めたい。 
 



































図 4-1 集団移転とコミュニティの形成（筆者作成） 
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が崩れ、新たな関係を形成する必要が生じる（石田,2008：94）、また最大で 2,400 戸規模の極めて大き







































第 6 節 住民組織・自治体・支援団体による「震災復興のコミュニティ形成」の認識 
 本節では、住民組織、自治体、支援団体からのインタビュー調査に基づき、各組織が「震災復興のコミ
ュニティ形成」をどのように認識していたかを検討する。検討にあたっては、インタビュー調査で収集した
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ち上 げるための準 備 会 を経
て、世話人を選出した。 
 世話人は移転元の各地区
から総勢 33 名（現在は 38 名）
を選出し、5-6 人の少人数制
で 8 つの専門部会（専門部
会 は、①宅 地 ・公 共 施 設 計
画検討部会、②区画決定ル
ール検討部会、③街並み検






































































































図 4-3 東松島市の区画決定基本方針（東松島市提供資料） 
図 4-4：東松島市における区画決定の進め方（東松島市提供資料） 
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・プロセスとしては、いきなり抽選で区画を決めようとするのではなく、①説明会、②ブロック決め、③区画





・第 1 次ブロック決めで、ブロックが決まらない世帯のみ第 2 回希望登録を行った。上限数に達してい 
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過程のどの時期のどの項目に重点を置いて説明してきたかを示すと、次の表 4-3 のようになる。 
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  ・自治体との震災対応協議 ○  △
  ・避難所運営 ○  △
(2)仮設住宅期 
仮設住宅の運営 
  ・仮設住宅のコミュニティ形成に係る連合組織の設立 ○ △ △
  ・住環境改善 ○ ○ △
  ・住民間トラブル対応（駐車問題、ゴミ捨て、騒音、暴力事件等） ○ ○ △





  ・ブロック決め・画地決定 ○ ○  
  ・公共施設（道路、公園、集会施設、防潮堤等） ○ ○ ○
  ・街並み ○ ○ △
  ・住民参加の確保（含：広報誌の活用） ○ △ ○
  ・合意形成・意思決定 〇 ○ △
  ・参加者同士のコミュニケーション ○ △ ○
イ．恒久住宅の移転先周辺自治会との交流・融合 
  ・移転先周辺地区自治会への説明会  ○ ○
  ・公営住宅＋融合のための交流会  ○ ○
ウ．災害公営住宅入居前の調整 
  ・災害公営住宅の設備等への要望 △ △ ○
  ・入居手続の説明 △ ○ △
(4)恒久住宅期 
ア．住民組織や協議会形成のプロセス 
  ・入居者同士の交流会  ○ ○
  ・準備会設立  ○ △
  ・規約案、予算案の策定支援  ○  
  ・住民組織の役員選出 △ ○  
  ・仮設住宅と公営住宅の環境変化 ○ ○ ○
イ．地域の持続的運営 
  ・支援と受援との関係 ○ ○ ○
  ・自治会長・役員等にかかる負担 ○ △  
  ・住民間トラブル対応（ゴミ捨て、騒音、暴力事件等） ○  △
  ・地域行事の開催 ○   
  ・住民互助組織の設立 ○ △ ○
  ・資金の持続的循環 △ ○  
＊今回の聴き取り調査での主な説明主体。地区によって、説明主体による指摘の濃度、時間等   
 には相違がある。【凡例】○：主に指摘、△：副次的に指摘、無印：指摘なし  （筆者作成） 
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 住民組織の言及が多かった事項は、①「自治会長・役員等にかかる負担」（ともに 14 地区/18 地区：
77.8%）、③「役員選定」（11 地区/18 地区：61.1%）、④公営住宅での住民行事の実施（10 地区/18 地
区：55.6%）、⑤「避難所運営」、「仮設住宅での行事」、「恒久住宅での準備会組織」、「支援団体との受
援・支援の関係」（8 地区/18 地区：44.4%）であった。 
  
第 7 節 小括 




した（第 3 節）。 
 さらにコミュニティ形成上の課題につき、平時の課題として少子高齢化と組織基盤の低下を確認し、都
市部と非都市部の相違、震災復興過程に独特な要素として、対外関係機能や、孤独死防止の観点か
ら日常の交流（住民生活の豊かさ創出機能）をもつことが重要であることを示した（第 4 節）。 
 他方で、震災復興過程における先行研究では、①規範形成機能、②紛争解決機能、④住民の役割・
参画創出機能の三つの機能について、どのように回復していったのかは十分に触れられていない問題











示された（第 6 節）。 
 
第 8 節 論文全体のリサーチ・クエスチョン（ＲＱ）と小ＲＱへの分割 
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検討していく上で、次のとおり、さらに小さな RQ に分割し、第 5 章から第 8 章の実証分析編で検討して
いくこととする。 
  小 RQ①： 住民組織は自治体と支援団体と、どのような信頼関係を築き、コミュニティを形成していっ 
         たのか。（第 5 章で検討）。 
  小 RQ②： 震災復興過程で自治体と支援団体の協働の成否を分けたものは何か。（第 6 章で検討） 
  小 RQ③： 組織を代表する個人同士でどのように信頼関係が構築され、調整の成否に影響を与え 
         たのか（第 7 章で検討）。 
  小 RQ④： 自身の地域社会を復興させるため、住民はどのように主体性を発揮していったのか 
         （第８章で検討）。 
 




 第 7 章は、震災復興過程の公共・非営利領域の組織間関係を個人レベルで分析しようとするものであ
り、第 8 章は住民の主体性についても、場所的要素や時間的要素については、周辺環境要因として触
れることとする。 
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第Ⅱ部 実証分析編 
第５章 震災復興過程のコミュニティ形成とソーシャル・キャピタル 
第 1 節 はじめに 



























 その一方で Nishide(2009)は、SC がコミュニティの課題解決やエンパワメント（力量形成）にとって極め
て重要な役割を果たす（第 2 頁）とともに、非営利セクターの発展を説明し（第 60 頁）、市民社会の観点
から様々な問題を探索する上で重要な価値を提供するコンセプトである（第 12 頁）。他方、わが国では
地方レベルでのＳＣの分析は都道府県レベルに留まり（第 72 頁）、自治体レベルでの SC を体系的に測
定するためのサーベイが行われていないため、データは限定的であるともされる（第 55 頁）。他方で、SC





SC は構造的な SC と認知的な SC とに分類される。構造的 SC とは客観的であり、外部からも可視化さ
博士論文 B4ED1006 中尾公一 




頼がある (Uphoff, 2000; Malecki, 2012)。 
SC は自治会等の地縁団体、福祉やまちづくりなどの NPO、趣味や運動のグループ等、特定の集団
に所属することから生まれるものであり、社会的文脈の中で存在する（稲葉,2008：74-80）。社会的な文
脈でコミュニティを形成するこれら組織の関係を分析する上で、先行研究は、SC を結束型 SC（Bonding 







(Nakagawa and Shaw, 2004)。他方で、結束型 SC は自由ではないなどの否定的な側面も有する(Putnam, 
2000)とされる。 













付 け  (Szreter&Woolcock,2004) 、 集 団 の 外 部 の 様 々 な 資 源 や 、 集 団 間 の 情 報 の 流 布 を 高 め 
(Putnam,2000;Stone,2001)、他の民族、人口、宗教集団と結び付けられる、とする (Aldrich,2012,33) 。
橋渡し型 SC は、Granovetter (1973)の「弱い紐帯」を基礎として概念化されたものであり、「多次元の行
動」「コミュニティ外とのネットワーク」「コミュニティ同士のネットワーク」(Nakagawa and Shaw,2004)、「コミュ
ニティを超 えたネットワーク」（Woolcock and Narayan,2000)などと例 示 され、水 平 的 なネットワーク
(Szreter and Woolcock, 2004; Pelling and High, 2005; Schneider,2007;Poortinga,2012;Aldrich,2012; 
Wood,etal,2013)であるとされる。橋渡し型 SC 多様な個人、コミュニティ、組織を基本とし、異なる社会的
背 景 を 持 つ 人 々 と の 日 常 的 な 社 交 の 機 会 を も た ら し 、 ス テ レ オ タ イ プ な 見 方 を 減 少 さ せ る 
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個人との尊敬や信頼関係を示す(Szreter&Woolcock,2004;Hawkins and Maurer,,2009;Aldrich,2012)。
















3. SC がもたらす利益 
 SC は震災復興の過程で、どのような利益をもたらすのであろうか。 
 ＳＣが直接的に生み出す利益としては、一般的には情報利益、影響ないし統制利益、連帯利益が上
げられる（Sandefur & Laumann,1998；三隅, 2013)。 
 結束型 SC に関しては、災害時の要援護者支援（石田,2008），災害ボランティアの効果的な運営や災
害ボランティア活動推進条例の制定(Nishide, 2009),高齢者見守りや子どもの安全確保、空き巣防止等
にも効果があるとされる。 
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4.３つの SC の相互作用 
災害からの復興過程におけるコミュニティ形成に関し、先行研究では、上記の結束型（Bonding）、橋
渡し型（Bridging）、連結型（Linking）の３つの SC の相互作用が重要であると指摘する（1995 年の阪神・
淡路大震災につき、(Nakagawa and Shaw, 2004;Aldrich 2012)、2001 年のインドのグジャラート地震に関
し（Nakagawa and Shaw, 2004; Aldrich 2012）、2005 年の 米国のハリケーン・カトリーナの被災地となっ
た New Orleans の事例につき(Hawkins & Maurer, 2009; Aldrich 2012)、2011 年の東日本大震災の事
例につき（中尾,2014；Aldrich,2015)。 
Nakagawa and Shaw (2004) は、阪神・淡路大震災の事例を元に、結束型、橋渡し型、連結型の SC
を享受したコミュニティは、人々が復興関連のプログラムに積極的に参加し、成功裏に復興を遂げたとす
る。Hawkins and Maurer (2009) もまた、震災後の緊急支援期に、コミュニティ内の結束型 SC が重要で
ある一方、長期的な生存や広域的なコミュニティ再生においては、橋渡し型及び連結型 SC が重要であ




に曖昧さが生じ、その厳密な議論には難しさが生じる （石田, 2008：84-85）ともされ、SC の「相互作用」
に関しては、先行研究の上でも何点かの留意点が示されている。 




結束型 SC と橋渡し型 SC に関連するものとして、個々人は社会的な関係や枠組みへの参入・退出を
行う力を有し（Pelling&High,2005)、コミュニティの境界やメンバー、外部との関係は継時的に変化する
（Murphy,2007）。災害後のコミュニティ形成は不安定であるので、SC は変容するものであるとされる









摘する（河田, 2008：115）される。Hawkins and Maurer (2009), Wood,etal(2013)は、震災直後の自治体
の対応能力に関する被災者の捉え方や、社会階層の違いもあることから、震災復興の被災地域では、
常に橋渡し型 SC や連結型 SC が提供される訳ではない、と説明する。 
第二に、３つの SC、特に住民組織と支援団体の信頼関係等を示す橋渡し型ＳＣや、住民組織と自治
体との信頼関係等を示す連結型 SC の含意についての再検討である。 
博士論文 B4ED1006 中尾公一 
- 88 - 
Pelling&High(2005)は、結束型、橋渡し型、連結型 SC という名前の付け方については、現実の状況
に合わせて再定義される必要があるとする。それは非常に多くの結束型 SC の研究がなされているのに
比べ、橋渡し型、連結型 SC の研究は限定的であるからでもあるとされる(Poortinga,2012)。 
それでは Pelling&High(2005)がいうところの、震災復興のコミュニティ形成における「現実の状況」とは































の SC の概念を質的に表そうとすることで、この問題に対応する。 
第二に SC の概念の多義性、特に橋渡し型 SC や連結型 SC は、結束型ＳＣと比べ十分にその中身が
精査されていない点である（Poortinga,2012）。特に橋渡し型 SC や連結型 SC の特性として、それぞれ
「水平的」「垂直的」とされるが、その関係性は「水平的」、「垂直的」とのみ規定されるのであろうか。また
震災復興過程における橋渡し型 SC や連結型 SC がもたらした、中長期的な成果はどのようなものであっ
たのかを明らかにはされていない。 
第三に橋渡し型 SC や連結型 SC の定義に内包される、「信頼関係」の中身やプロセスについてである。
これまでも検討してきたとおり、震災復興過程においては、「時間圧力」がある中で、公共・非営利領域
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の枠 組 みを、東 日 本
大震災の①浸水区域、









とする住 民 組 織 内 部
の結 束 を 示 す。なお
結束型 SC は第 4 章
で検 討 を済 ませてい







その上で震災復興過程が動態的な過程であること（第 3 章参照）を踏まえ、橋渡し型 SC、連結型 SC
についても動態的な変化に留意しつつ、本章では以下の 3 点を明らかにすることを目的とする。 
小 RQ5-1：震災復興過程で、各コミュニティの住民組織がもった橋渡し型 SC や連結型 SC とは、支援 
       団体と自治体とのどのような信頼関係に基づき形成されたのか。 
小 RQ5-2：震災復興過程各期（避難所期、仮設住宅期、まちづくり検討期、恒久住宅期）で、「伝統 
      的コミュニティ」や「新設コミュニティ」の住民組織は、それぞれ自治体や支援団体と、組織レ 
      ベルで、どのようなコンフリクトに直面したのか。 
小 RQ5-3：震災復興過程で、住民組織は、支援団体との橋渡し型 SC や自治体との連結型 SC を通 
      して、どのような資源や成果を獲得したのだろうか。 
 




頼関係、コンフリクトや課題等については、別途、第 7 章で検討をしていくこととする。 
 
図 5-1：第 5 章の研究枠組み （筆者作成） 
博士論文 B4ED1006 中尾公一 























































博士論文 B4ED1006 中尾公一 
























































博士論文 B4ED1006 中尾公一 
















生じる場合もあった（詳細は第 6 章）。これらは橋渡し型 SC のダークサイドともいえる部分であろう。 
1.3.橋渡し型 SC によって住民組織が得た成果 
次に橋渡し型 SC によって住民組織が得た成果に関して聴取された代表的な語りを､オープン・コーデ
ィングによる分類でとりまとめたところ、すでに表 5-1 で生成された 9 つの概念に加え、下記の表 5-3 のと
おり、さらに３つの概念が生成された。 
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（筆者作成） 
一般に、支援団体による支援は資金や物資等の資源だけではなく、「外部の視点・情報提供」や「住

























関係、コンフリクトや課題等については、別途、第 7 章で検討をしていくこととする。 
2.1.信頼構築 
住民組織と自治体との信頼関係構築について聴取された代表的な語りを､オープン・コーディングに









【代表的な語り】 住民組織 B「自治体の方々が 100%でなかったとしても努力さ
れ､0%から 80%にまで対応してもらったことが分かれば､住民に方々にも感謝しよう
と呼びかけられる。」 
会議の頻度 【定義】 住民組織と自治体との信頼関係に会合の頻度が貢献するということ。 
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 恒久住宅期の住民組織の形成までは自治体も一生懸命に支援を行うが（下記表 5-6 参照）、「地域の
ことは地域で解決」というスタンスで住民との関係に臨んでいる。 
2.3.連結型 SC によって住民組織が得た成果 
次に連結型 SC によって住民組織が得た成果に関して聴取された代表的な語りを､オープン・コーディ
ングによる分類でとりまとめたところ、表 5-6 のとおり８つの概念が生成された（うち、表 5-5 でで生成され
た示した２つの概念の再掲を含む）。 
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は、橋渡し型 SC も連結型 SC も同様である。 
3.1.橋渡し型 SC 
 震災復興過程における、住民組織と支援団体との関係の橋渡し型 SC について、「伝統的 
コミュニティ」と「新設コミュニティ」の異同点を明らかにすると、次の表 5-7 のようになる。 
 
表 5-7：「伝統的コミュニティ」と「新設コミュニティ」橋渡し型 SC の相違 
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  震災復興過程における、住民組織と支援団体との関係の橋渡し型 SC について、「伝統的コミュニテ
ィ」と「新設コミュニティ」の異同点を明らかにすると、次の表 5-8 のようになる。 
表 5-8：「伝統的コミュニティ」と「新設コミュニティ」連結型 SC の相違 
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 震災復興における自治体と NPO 等の支援団体との関係性や、その関係性が住民組織との関係でも
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第 6 章 震災復興過程の自治体と支援団体の協働 
第 1 節 はじめに 
 本章では東日本大震災の発生以降の自治体と支援団体との協働の概要をたどり、協働の有無、協
働があった場合の促進要因と困難や課題、成果を明らかにする。官民パートナーシップ（Public-Private 
Partnership）は、組織間関係の一類型として位置づけられる(Noble& Jones, 2006)。 















 上記の諸課題の検討にあたっては行政と NPO 等の協働に関する先行研究のモデルを活用するととも
に、組織間関係の検討要素である、資源、パワー、コンフリクト、信頼の４つの概念も検討する。なお組
織間コミュニケーションについては間接的に触れることがあるが、主として第 7 章で検討することとしたい。 





第 2 節 震災復興過程の協働に関する先行研究の検討 
1.協働のプロセス 
 Wood & Gray（1991）は、協働のを分析するためのモデルとして、過去の関係（Antecedents）-プロセス
（Process）－成果（Outocomes）の関係性のモデルを説明する（図 6-1 参照）。協働のプロセスについて
は、過去の関係が大きく影響する (Gray,1989;Wood & Gray, 1991; Thomason & Perry, 2006; Ansell & 
Gash, 2008)とされ、これは災害後の関係性においても確認されている（本章第 1 節参照）。 
 しかし、Wood & Gray（1991）のモデルでは、協働のプロセスの要素として、ガバナンス、事務管理
（Administration)、組織の自律性（Organizational Autonomy）、共通性（Mutuality）、信頼と互酬性
（Norms of Trust & Reciprocity）があるとされるが、その中身は Black Box だと指摘される（Thomason & 
Perry, 2006）。  
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図 6-1：Wood & Gray（1989）の協働モデル （Thomason & Perry,2006 を元に筆者作成） 
  





金ではなく、むしろ時間とエネルギーだと説明する（Thomason & Perry,2006）。 




 Ansell & Gash（2008）は、過去の 137 の協働に関する先行研究を精査した上で、「協働のガバナンス・
モデル」を構築している。Ansell & Gash（2008）のモデルは、Wood & Gray（1991）のモデルの「過去の関
係－プロセス－成果」の流れと同様、最初の状況（Starting Condition）－協働のプロセス（Collaborative 
Process）－成果」という三段階の流れを踏襲している点で類似する。 
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期 間 の 長 さ を 通 し て 蓄 積 さ れ る 人 脈 、 経 営 資 源 、 知 識 体 系 が ロー カ ル 化 さ れ （ Nishide,2009, 福
嶋,2013）、効率的に資源を発見・動員することを可能にし（福嶋,2013：235）、事前の協働経験が意思
決定を早くするため(福嶋,2013：217)ともみられる。 
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 第三に協働に関わる各組織にとってのメリットや目標の推進も必要となる (Huxham, 1996)。 











 他方で Gazley（2010)は、米国ジョージア州の行政幹部職員 174 名に対して行った調査の結果、協働
により可能な利益や成果を、第一に費用便益、第二にサービスの向上、第三に関係構築の３つの次元
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果（情報交換・合意）との 2 軸で分析し、表 6-1 のように示している。 
 
表 6-1 協働の成果 
  期待される成果 
動機要素 











































 震災後の協働の持続性つき、協働に必要な自治体の事業予算の確保が課題となる（第 3 章参照）。 
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 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災以降､被災地でボランティア活動が継続される中､各種の助成金等
で人件費等を確保し､NPO 等の活動が組織化されてきた。他方で現実には震災復興関連の資金提供
が縮小し､非営利組織の活動持続が難しくなっている。日本経団連１％（ワンパーセント）クラブ（2015）の
分野別支出割合で､災害被災地支援は、2011 年は第一位（39.4%）であったが､その後順位は 5-6 位で、
その割合も漸減している（表 6-2 参照）。 
 
表 6-2：経団連 1%クラブ法人会員の分野別支出割合の変遷 
 （経団連１％クラブの web サイトを元に筆者作成） 
 








第 3 節 本章でのリサーチ・クエスチョン 
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  小 RQ6-1：震災直後に自治体と支援団体が協働できたのはなぜか。 
  小 RQ6-2：震災復興過程の、自治体と支援団体の協働のプロセスで、どのような資源交換やコンフリ 
         クトを経験したのか。 
  小 RQ6-3：震災復興過程各期の協働の結果、得られた成果（output）や、直接の対象事業を超え 
         て、協働がもたらした成果（outcome）は何であったか。 
  
第 4 節 結果 
 本節では、インタビュー調査の結果を分析する前に、協働の背景事情として自治体と NPO 等との協
働の背景となるデータを確認することとする。その上で、インタビュー調査の結果を確認していく。 
1．自治体と NPO 等の協働の背景 
 宮城県内の沿岸自治体にとって NPO とはどのような存在であるのか。自治体の各種統計や公開情報
を元に各自治体の NPO との協働の関連条例や部署の有無、沿岸自治体内の NPO や一般社団法人の




























7､2011 ○ 73,489 64,917 13 27 107.7 40
南三陸 町 2012  17,429 12,375 1 8 700.0 18
大崎 市 2013 ○ 10,051 6,334 29 40 37.9 14
石巻 市 2005 ○ 160,826 147,236 37 62 67.6 68
女川 町 2014  135,147 133,430 2 6 200.0 ８
東松島 市 2008 ○ 42,903 39,518 5 11 120.0 12
松島 町   15,085 14,424 ４ 7 75.0 4
利府 町 2012  33,994 35,881 6 8 33.3 6
塩竈 市 2003 ○ 56,490 54,195 10 15 50.0 ９
七ヶ浜 町   20,416 18,651 1 3 200.0 ９
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多賀城 市 2006 ○ 63,060 62,128 7 8 14.3 14
仙台 市 1998 ○ 1,045,986 1,082,185 279 412 47.7 410
名取 市 2004 ○ 73,134 76,719 10 22 120.0 12
岩沼 市 2011 ○ 44,187 44,704 7 13 85.7 10
亘理 町 2008  34,845 33,598 2 7 250.0 ６
山元 町   16,704 12,314 4 7 75.0 4
合計 
   1,843,746 1,838,609 472 662 34.5 644
  （宮城県、各基礎自治体、国税庁法人番号公表サイトを元に、筆者作成）  
 
 表 6-3 で明らかになってきたことは、政令指定都市の仙台市と、市制を敷く自治体と、町制を敷く自治
体との間で、NPO・一般社団法人の数と、協働関連の条例・部署の有無とが、異なるということである。 
 政令指定都市の仙台市は NPO などとの協働を行う協働関連部署がある他、政令指定都市として５つ
の区役所を有し、各区役所には「まちづくり推進課」という、町内会との関係調整を行う部署が存在する。
このように NPO だけではなく、町内会組織と緊密な連携をとれる体制が整備されている。NPO や一般社
団法人の数も震災前後に 3 ケタ台の数字を記録している。沿岸部の宮城県の自治体全体の約 6 割が
仙台市の NPO 法人（震災前：279 法人/472 法人：約 59.1%。震災後：412 法人/663 法人：約 62.2％）










（75 法人/472 法人）、震災後は約 8%（198 法人/663 法人）となっており、震災後に特定非営利活動法











博士論文 B4ED1006 中尾公一 








































【定義】 自治体にとって NPO に関する知識・情報が十分にないこと。 
【代表的な語り】 自治体２２「震災前に町には独自の NPO はなく、任意団体の活
動で足りていたために、NPO に関する知識は薄かった。自治体側が NPO や
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【代表的な語り】 支援団体 xxiii－２「2011 年 8 月頃になると、瓦礫撤去に片付け
に目処がつき、仮設住宅支援の必要性が出ていたので、社協の VC の活動は形
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テゴリー同士の関連性から、１つのカテゴリー・グループに整理され、収束した（下記表 6-7 参照）。 
 
表 6-7：震災復興過程の協働のプロセスに関するカテゴリー等 
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同士の関連から１つのカテゴリー・グループに整理され、収束した。（下記表 6-9 参照） 
 
表 6-9：震災復興過程の協働の資源交換に関するカテゴリー等 












































委託事業による 【定義】 委託事業による上下関係やパワー関係が発生すること 
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関連から１つのカテゴリー・グループに整理され、収束した（下記表 6-11 参照）。 
 
表 6-11：震災復興過程の協働のコンフリクトに関するカテゴリー等 
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第 7 章 震災復興過程における対境担当者の役割 
第 1 節 はじめに 










2013：207）。自治体と NPO とのパートナーシップを進める上での課題は、自治体と NPO 双方の担当者
の相手方への理解にも課題があるとされる（川北, 2000）。災害復興過程の組織間関係における問題は、









第 2 節 公共・非営利領域の対境担当者 
対境担当者を研究するにあたっては、その個人やプロセスが置かれた環境に注意を払う必要がある 




は自明ではない (桑田 田尾, 2010)。組織は社会システムの中で特定の位置を占めることで､多数の組
織と関係し､相互に作用するとの観点から､組織間関係を分析するのが「組織セット・パースペクティブ」
である  (Evan, 1966)。 エヴァンは､焦点組織(分析対象となる組織)に対し､インプット組織セット(焦点
組織に対して資源・情報を提供する組織セット)､アウトプット組織セット(焦点組織が資源・情報を提供す
る組織セット)を組み合わせる｡ このパースペクティブは､①組織内外の境界に位置し､組織間のヒト・カ
ネ・モノ､情報の交換を行う､対境担当者(Boundary Spanner, Boundary Spanning Personal)に着目した
点､②組織間関係を分析するための対象領域を包括的に明示した点で優れている (山倉,1993)とされ
る。 
対 境 担 当 者 と は 、 自 組 織 と 外 部 環 境 と を つ な げ る 人 物 の こ と を い い （ Adams,1980;Aldrich& 
Herker,1977; Williams, 2002;Williams, 2002) 、組織と環境とを交流させる者として活動し(Isbell, 2012)、
情報と資源の交換を円滑にする（Dynes&Qarantelli,1970）。 
先行研究では、対境担当者はゲートキーパー（Gatekeepers）、“Boundary Spanner” “Boundary 
Spanning Personal”, “Input transducer”, “ Linking pins between organizations and environment”, 
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“ Unifiers ” , “  Change agents ” , “ Regulator ” , “  Member of extra organizational transaction 
structure”, “ Liaison role”, “ Planner”, “ Innovator”, “Marginal Men” (Leifer & Delbecq , 1978)、
“Collaborative entrepreneur”，“Collaborative convener” (Cornforth,etａｌ, 2015)などと示される 
対 境 担 当 者 に関 しては、1970 年 代 からを中 心 に、米 国 の大 企 業 の R&D の技 術 職 員 の事 例
（Tusman,1977;Tusman,1981a）、ハイテク医療機器の R&D 部門の技術職員（Tusman1981b）、電話会
社の製造責任者（Lysonski, & Woodside, 1989)）、病院（Fennell, & Alexander, 1987)、大学のコミュニ
ティ担当職員（Miller, 2008)のほか、山倉(1993)は、セールスマン、購買担当者、人事部門、広報担当
者などの職能別の担当者を例示する。 
対境担当者 の役割は、①自組織を対外的に代表すること（Aldrich& Herker,1977； Tushman & 
Scanlan, 1981b)、②情報収集と処理（Tushman, 1977; Tushman＆Scanlan,1981ａ; Miller, 2008)、③組
織外部の不確実性を和らげる役割 (Thompson, 1967 ;Aldrich & Herker, 1977)、④特に情報が乏しく







組 織 間 の 資 源 依 存 関 係 は 対 境 担 当 者 の 行 動 を 通 じ た 分 析 を 行 う こ と が 一 般 的 で あ り （ 稲
生,2010:70-71）、対境担当者が資源交換機能の役割を担う。 






Williams （ 2002) に よ れ ば 、 有 能 な 対 境 担 当 者 は 、 人 柄 が よ く （ personable ） , 礼 儀 を わ き ま え






かといった個人的な好き嫌い、ケミストリーや第六感、哲学によっても変化するとされる (Noble & Jones, 
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わる(Lipsky & Smith, 1989)とされ、自治体の対境担当者は、法規に基づく要請に従い、高いレベルで





















市 民 参 加 を促せるかどうかは、市 民 参 加 に対 する、自 治 体のマネージャーの態 度（Denhardt & 
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かによって生じる (Noble & Jones, 2006:903-904)とも考えられる。 
3.住民組織の対境担当者 
情報収集部局が存在しない場合、対境担当者の役割は非公式で個人の裁量に委ねられることとなる。
(Aldrich & Herker,1977;Leifer & Delbecq,1978)。本論文で取り扱う組織のうち、特に非営利組織や地
縁組織は組織があまりにも小さく、情報収集を行う部署を有することはないので、基本的には各組織のリ
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等の委託業務の遂行に私的時間をとられる（山崎,2006:68-69)との負担も生じる。 
松本（2011)は、秋田市、盛岡市、福島市の住民組織のリーダーを A タイプから D タイプまでの 4 タイ
プに分類している。全般的に A からＤに下がるにつれリーダーの年齢層が若くなり、発足時期も浅いとも
される（表 7-1 参照）。 
表 7-1 住民組織リーダーの分類 



































 その一方で、NPO が政府との契約関係をもつようになると、NPO 職員はすべてのクライアントを平等に
扱うように、自治体の対境担当者と同様の行動様式をもつように、変化させるが、自治体の対境担当者
ほど、NPO 等の対境担当者は公平性を気にしていない(Lee, 2016)、ともされる。 
 上述のとおり自治体の対境担当者は、住民と行政機関との間の緩衝材の役割を果たしていたが、自
治体と NPO との契約関係を通し、NPO 職員も住民の公共サービスへの要求を仲介する「新たなストリー
ト・レベルの職員（New Street-Level Bureaucraｔ）」（Smith& Lipsky,2009:13-14,116-118）ともいわれる。 
 新たなストリート・レベルの職員は、その職務の中で、市民と相互作用を持ちながら、市民のニーズを評
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いる（Aldrich & Herker, 1977; Williams, 2002)。そこで以下では、災害後の公共・非営利領域の自治体、
支援団体、住民組織の対境担当者に関する先行研究をレビューしていきたい。 





貢献をする (Kapucu, 2006b：211)。 
通常業務とは異なった状況に直面するとき、人々がどのような対応を見せるかといった、センスメーキ
ング（sensemaking）(Weick,1995)が議論に上がるが、対境担当者はセンスメーキングな対応を求められ
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       たのか。 
 
第 5 節 結果 
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 りこんでいくということになると思う。（支援団体 xv） 
 
自分の考えを ・「自分はこの街をどのようにしていきたいか」を明確に持っておられる。会長等には限
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しっかりと持つ  らす、対話能力があるリーダーこそ信頼できるし、成功もしている。（自治体９） 
・これだけは譲れないという点は、自治体であれ、誰であれ、相手の気持ちを害しな 








 とは言えたと思う。（自治体 10） 
・当団体には津波被害を受けなかった職員もいた。当初、仮設住宅の住民の中 
 には職員に家や職があることを知り、「家や仕事があって良いよね」という方や、 
 心閉ざす方もおられた。（支援団体 xiv） 
・自治体担当者は県外からの派遣職員なので、言葉の違いが却ってコミュニケー











 今 回のインタビュー調 査 で､自 治 体の対 境 担 当 者 の特 性として聴 取 された代 表 的 な語りを､









 がないと信頼関係は構築できないと感じた。（自治体 8-2） 
・当初、自治体は「じゃまな仮設住宅が来た、街灯をつけてやった」などと、「完全
 に上から目線」だった。（住民組織 E） 
話しやすさ 
・自治体の担当職員は愛想が良かったり、話しやすかったりするところが大きいと
 思う。（支援団体 xiv） 
・自治体の中でも柔軟な考えをもつ人を見つけることが重要であった。（中略）公 
 的な話をしていても人間的に引き合える人や、先方も当方に誠意を感じてくれ 
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 員が足を運んでくれたから話しかけることができた。（住民組織 C） 
・通常のところでありがちな、9 時-17 時の公務員で、17 時以降は「営業終了」と 
 いう感じではなく、仕事時間や時間外に、まちづくりの話に、立場ではなく仲間 
 として付き合ってくれた。（住民組織 J） 
・私の個人的な不満としては、何を言ってもすぐ来てくれないし時間かかるしね。 
 （住民組織 O） 
地域の催事への参加 
・祭りや仮設の盆踊り等、様々な行事のたびに足を運ぶことで住民と顔がつなが 
 っていくとともに、人間としての関係づくりもできていった。（自治体 12） 
・住民主体の行事（花見、BBQ、夏祭り、新年会）に土日はシーズンなし積極的 
 に殆ど参加。インフォーマルの部分の関係ではあるが、住民としては、それなり 
 の人が来てほしいもの。どの行事も非常に楽しいものであった。（自治体 13） 
一緒に考える 
・いろんなことが起こるが､自治体もわれわれも分からないので､「ああでもねえ､こう





 かという気もする」（住民組織 I） 
現場感の共有 
・現場というか、人のとこに入り込んでいく力を持ってる人ですね。･･･それは自治 
 体職員として通常評価される枠の力とは違う力なんですよ。（支援団体 iv） 
・.自治体に求めているのは、その場にいてくれるだけでいい｡･･･とにかくその場に
 来てもらいたい。ただ、今までの課の人は基本、行きませんと。そこでこの信頼 
 関係って多分、つぶれていくんです（支援団体 vii） 
会議の頻度 
・自治体とは震災前から定期的に会合を開催していた。また、週 1 回､仮設住宅 
 を訪問し､ラジオ体操等の健康指導をして頂いた。（住民組織 F） 
・一番大きいのは何回も合うことで顔見知りになることが大切。お互いの立場を理
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 とで信頼関係は充分に構築されていく。（支援団体 xiv） 
・協議会の場で、自治体担当者が「自治体として納得できないよ」とか「法律変え 
 ないとできない」いうように事前に説明してくれた。（住民組織 B） 
質疑応答の形式性 
・自治体には必要以上に媚びても、ルール以上の対応は期待できない。（支援 









 民組織 G） 
・自分は逃げずに真っ向から当たれることで、結果として成果を得られているので











 （自治体 16） 
・通常、後任者の仕事を増やさないために、仕事を増やさない職員が多い中、敢
 えて所掌範囲を超えた仕事を行おうとした点も信頼を高めた。（支援団体 iv） 
・「自分が与えられた職責や役割以上のことをやる、スーパー公務員みたいな人 
 が活躍できる状態にならないと、役所は役所で、決められた仕事を正確にやる 





 求められるので、係長や担当者レベルで回せば良かったと思う。（自治体 8-2） 
・自治体の幹部（部長や課長）は、大局的な観点から事案を見ても、詳細には立 
 ち入らない。自団体や住民にとっては自治体担当者しか頼れる人はいなかっ 




 といって回答は帰ってこない。（支援団体 v） 
・規則に抵触しないかどうかというチェックから入るのではなく、やるべきことを実現
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・若い人たちは、自治体の若い子っていうのは異動あるでしょう。･･･（中略）やっ 
 ぱり、また一からやり直さなければいけない。年配の課長級はある程度落ち着く 







 くれたので感謝している。（自治体 16） 
・住民の要望を伝えても、上層部まで届いているかが分からなかった。担当職員 
 も上層部に伝えられないような雰囲気だったのだろうか、通り一遍のことしか言 































通する概念をカテゴリーとして整理したところ、下記表 7-4 のとおり１０のカテゴリーが生成さ 
れた。さらに、それらのカテゴリー同士の関連性から６つのカテゴリー・グループに収束した。 
表 7-4：自治体の対境担当者の特性に関する概念のカテゴリー・グループ化 
カテゴリー・グループ カテゴリー 概念 
住民との距離感 対等な話しやすさ 目線が対等かどうか 
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 で、仕組みづくりと同じくらい重要かもしれない。（支援団体 xviii） 
・実績も信頼もない自分が何度自治体に通ったとしても、却って自治体のみなさん
 の仕事の手をとめてしまうこととなる。一番苦労したのは、自治体から信頼してもら
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 常にうまく原案をとりまとめてくれた。（住民組織 H） 
・地域住民の方にも全国的な団体自体も知らないんです。名前だけ聞くとちょっと 
 怪しいので。だからそういうところを僕の方がお伝えさせてもらったりしました。（支 
























 協働はできなし、協働とか連携はうまくいかない。（支援団体 xi） 
・自治体は自治体の立場やら様々なバランスのもと日々の業務をこなしておられ、 
 民間からの視点にのみに立ってはいけないことは重々承知している。ただ、今後 
 はそのような中でも NPO と自治体が語り合えるような環境を作っていかなければ 
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 ど、住宅の人たちとも仲良くなり、親しみを覚えていった。（住民組織 I） 
・サッカーＷ杯のパブリックビューイングをしようとしたときに、人員が足りないときに 
 は、手伝うというよりも、率先して一緒に運営側に立ってくれる感じが良かった。 




 出すことができた。（住民組織 H） 
・この人と何か一緒にやったら、面白いこと生み出せるんじゃないかなっていう感覚 
 でしかないんです｡一緒にすれば面白いことができそうという人と、一緒に取り組 





 民組織 J） 
・地元の人は地元に住んでいるから分からない魅力、地元で住んでたら、そんなの
 大したことねえやと思いつつ、でも外から来た人から見れば、すごい魅力的なもの




 めに活動していたと思うと、落胆した。（支援団体 iv） 
・評価をするときに、何で表すかって言ったときに、数字しかないっていうのも分かる
 んですけど、数字が一人歩きしちゃって、断れないようにして、人呼んで来てた 
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 動も全くなかった（支援団体 X） 
・地域で力のある人、行動的な人、機動力のある人に入ってもらう等、人選を進め

















 ーマン（行政区長等）ともつながっていた。（支援団体 xi） 
・会長の存在は大きかった。仮設内の情報が会長に集約されるため、現在、何が
 問題になっているのか、何が不足しているのか、住民はなにを望んでいるのかな
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・外部からの支援者の受け入れも積極的に行い、語り部を活用して地区を PR し 
 たり、支援に来た東京のボランティアの出身地のお祭りには、お土産をもって訪
 問し、応援者を増やすなど、丁寧な対応をしている。（支援団体 xi） 
・自治会長は、「自地区も被災したことでボランティアや NPO とのつながりができた
 ので、引越しの手伝いが必要であればご連絡して欲しい」と発信してくれた。 
 （支援団体 viii） 
支援者の意見尊重 
・コーディネーターである、我々に任せてみようと、信頼していただき最後に重要 































 た。頻繁に（毎月２回とか 2 か月に１回）とか町内会を繰り返し最新情報を確認 





 述べた。（住民組織 B） 
・役員会に出たときに、こうしましょうと決まったことを、次の役員会で、自分の意見
 で、がらっと 180 度変えちゃったりする。そうすると、せっかく役員会で話し合っ 
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 むことがうまいのだと思う。（自治体 15） 
・各戸を回り、公営住宅への集団入居の最終募集の案内をしたが、結局はコミュ 




 案、交渉する等、人の巻き込み方や頼み方が上手だった。（支援団体 vi） 
・（区長は）夏祭り等のイベントに際し、様々な方に声をかけて、役割を持ってもら 
 いながら、巻き込むのとかが上手であった。（支援団体 viii） 
（筆者作成） 
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 支援団体の対境担当者は、特に地方部では NPO 等の存在や役割が十分に認知されていないため、
自治体や住民組織にとってはなじみのない組織である。そのためまず自分が何者であるか「自己紹介」
を行う能力が極めて重要な意義をもつ。それが「住民の信頼」を獲得する第一歩となる。また特に「行政
図 7-1 震災復興過程の公共・非営利領域の対境担当者モデル 
（筆者作成）
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 第 5 章から始まった実証分析編では、震災復興過程の公共・非営利領域の組織間関係を組織レベル
（第 5 章、第 6 章）での分析、個人レベルでの分析（第 7 章）を行ってきたが、これらの組織間関係が住
民の主体性にどのような影響を及ぼしたかについて第 8 章で検討することとする。
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第 8 章 震災復興過程における住民の主体性 
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起こしてしまう課題が生じるとする（Needleman & Needleman,1974;Thomas,1995）。 




















は NPO が公的資金を受け取る場合には、幻滅し、NPO を去る一方、NPO の変質を理解するボランティ








転換されるであり､政府と市民が協力してサービスを提供するものをいう (Brudney & England,1983；
Ostrom,1996；田尾,2011)｡ 
 コプロダクションの概念は､自治体の財政的な制約と､自治体によるサービス提供の質量の面での改善
を求める動きの高まりの中で生まれたものである｡ (Brudney & England, 1983;Brudney,1985)｡コプロダク
ションは元々､公共サービスの生産にする､個人及び団体としての市民の役割に明確に焦点をあててい
たが､現在では個人のみならず､メゾ､マクロレベルの役割にも言及している(Osborne & McLaughlin, 
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 コプロダクションは市民の観点からコミュニティ生活の質を向上せさせる一方で､地方自治体のサービ




者にコストを課す (Brudney, 1985)。 
 市民は専門的な政策や予算に関する知識を有しているわけではなく (Neshkova, 2014)、コプロダクシ
ョンには、特別なスキルや知識､手段や施設を必要とする (Jakobsen, 2012)｡これらの資源なしに､コプロ
ダクションを実現させることが困難であり､市民のコプロダクションの過程への参加を促す上で､自治体の
イニシアティブは重要となる (Riｃh, 1985；Brudney, 1985；Jakobsen, 2012)｡ 
 資源が十分に提供されたとしても､時間不足(Percy, 1984；Jakobsen, 2012)や､市民側のボイコットや過
剰 な要 求 による手 続 の混 乱 (Whitaker, 1980)､非 効 率 な政 策 と不 公 平 (Whitaker,1980；Brudney & 

























（1993）は住民参加の推進条件として、次の表 8-1 のとおり説明する。 
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 Krebs & Holley(2002)は、社会におけるレジリエントなネットワークが形成される過程を四段階で説明し
ている。第一段階は利害関係や価値観を共有する集団や組織の中に小さなグループが自然発生的に
生まれる段階。第二段階は通訳型ネットワークが最初のハブ役を担い、ハブ・アンド・スポーク・ネットワー
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デル（LMX; Leader Member Exchange）理論に最も研究蓄積がある（小野,2011）とされる。 


























関係構築段階 役割発見 役割形成 役割実行 
互恵のタイプ 即金 混合 同種のもの 
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なお、第四段階である､Graen & Uhl-Bien (1995)の研究では､課業ユニットに留まらず､相互依存関係に
基づき､課業ユニット､部門､組織の境界を超えた､より大きなネットワークとしてリーダーシップとして統合
されたものとみる。 































互恵の時間間隔 即時 幾分の遅れ 無期限 
リーダーとフォロワーの 
社会的交換 
低い 中程度 高い 
漸増的影響力 なし 限定的 ほぼ無制限 
リーダーシップのタイプ：
a 交換型 
行動の管理 → 互恵的好意 
b 変革型 個人利益 → チームとしての利益 
図 8-1 リーダーシップ形成（Leadership Making）のライフサイクル 
（Graen & Uhl-Bien,1991､1995 を筆者一部改訂） 
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表 8-2 住民活動への参加の理由 
住民活動の不参加理由 住民活動への参加理由 左記からみられる必要事項 




③ 参加がはばかられる ④認められる、⑤達成感 住民の意見・存在を認めること 






















の 職 業 上 の 経 験 や 技 能 を 地 域 活 動 に 生 かす こと が 重 要 で あり 、 スム ーズ で ある と 指 摘 す る （ 山
崎,2006:129）。 
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       たしたか。 
小 RQ8-3：震災復興過程で、住民組織はその 5 つの機能（※）をどのように獲得・発揮したか。 
       ※①規範形成機能、②紛争解決機能、③対外関係調整機能 
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      ④住民の役割・参画創出機能の創出機能、⑤住民生活の豊かさ創出機能 
 


















































住民組織の長が自 【定義】 住民組織の長が自分の考えをもつことが、住民主体につながること 
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【代表的な語り】 住民組織 A「昨年 12 月まで災害住宅の中にいる人が世話をす
る人がいたが、ぴたっと来なくなった。住宅内のことだからわからない。（中略）旧
町内の人たちはどうしたのか結構気にしている。」 
自治体の積極的な 【定義】 恒久住宅の自治会形成に自治体が積極的に関与すること 
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経費負担面での自立 
自治体の資金提供に対する批判 
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 そこで、図 8-2 のとおり、カテゴリー間の影響の方向性を矢印で示していくことで、住民の主体性
発揮のプロセスを図式化した。 
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によるものも大きい。Graen & Uhl-Bien（1991）、Graen & Uhl-Bien（1995）のリーダーシップ形成
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第 9 章 考察と結論 
第１節 本論文の視座と問題意識 









の現場ではどのようなものであったのか。特に第 5 章、第 6 章ではそのような視点から分析を行ってきた。 


























題意識をもって分析を進めてきたが、特に第５章、第 7 章、第 8 章で検討を行った。 
  
第 2 節 本論文の結論 
 宮城県の 5 年間の震災復興過程に焦点を当てた、公共・非営利領域の組織間関係の形成と維持の
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 また本論文では新奇性の発見がみられた。例えば、第 5 章のソーシャル・キャピタル（SC）
に関しては、結束型 SC よりも比較的肯定的に捉えられがちな橋渡し型 SC の支援団体の支援が
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 高浦康有先生には、博士課程前期の頃から、宮城県各地の震災復興 NPO のフィールドワークにご一
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